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1.はじめに 

1.1 背景 現在、我国は道路、鉄道、港湾空港等交通施

設、河川、海岸、山岳斜面等をはじめ膨大な社会基盤や

防災施設の維持が課題となっている。しかし、少子高齢

化進行中、特に理工系人材や産官学等の担い手人材確保

が困難となり、さらに財政逼迫から社会基盤維持管理や

防災等財源が不足している。これらを総合的に強化の一

環として、政府与党はサイバー・経済・安保を統括する

日本版NEC（米国国家経済会議（NEC）をモデル）構築

等を目指している。しかし、社会基盤施設等管理や防災

等は人員や予算等の面で年々厳しさを増している。  

筆者等もスマート道路維持管理モニタリング等研究一

環の予備研究調査として、一例として、使用条件が変化

し設計条件が適合しない冬期の内陸山岳地帯の融氷剤使

用や橋梁伸縮装置等からの排水等が橋床版裏面、支承、

同定着部が損傷で RC や PC のコンクリートや補強鋼材

等の耐久性に著し影響や常時安全性や地震時の耐震性能

等に影響を及ぼした事例等を調査した。これらはケーブ

ルセンサー等の常時計測や、このデータ等活用した安全

性信頼性基礎の劣化診断、劣化予測、補修補強方法の高

精度かつ効率的、経済的判定等が重要になっている。 

また、最近温暖化の影響で、都市河川の氾濫による人

的や社会産業基盤重大な被害が増加している。これらの

防災の Iotの導入を実装的推進事例等を調査検討した。 

1.2 目的 本研究は、最近人材不足や財政上から、急務

となっている社会基盤維持管理と防災に関する Iot とAI

等による支援化の課題を考察する。 

2.検討方法 筆者らが抽出調査した社会基盤の維持管

理の現状の一例として、積雪寒冷地のコンクリート橋事

例等から、その被害状況等に関して、公開資料等の分析、

現地踏査や技術者、研究者等のヒアリング等を通じて調

査検討し、維持管理に必要なモニタリング技術や最近の

Iot やAI等の活用状況や担い手人材の養成確保課題を検

討考察する。 

3.検討結果及び考察 

3.1調査検討結果  

１）社会基盤の維持管理の現況 筆者らが一例として、

調査した積雪寒冷地のコンクリート橋の事例では、北海

道だけではなく、積雪寒冷地の東北や中部山岳地方でも、

例えば、視察させて頂いた国道18号線妙高大橋（ＰＣ箱

桁橋）は、内陸の積雪寒冷地にあり、冬期間交通の安全

性確保するために、大量の融氷剤が散布されている。例

えば、積雪寒冷地において、冬季間道路交通の安全性を

確保してきたスパイクタイヤが、路面が削られ派生する

粉塵（車粉）公害が原因で、1990年6月「スパイクタイ

ヤ粉じんの発生防止に関する法律」が発布施行され、1991

年には禁止施行、翌年には罰則規定施行により、融氷剤

が冬期間大量に使用されるようになり、当初想定された

使用条件が異なり、当時の設計条件に無い、融氷剤に大

量に含まれる塩分による、鉄筋の腐食や凍結融解作用等

によるコンクリート橋梁等の劣化が著しく、内陸でもコ

ンクリート橋梁の維持管理上の耐久性能等に融氷剤排水

止水性能等が重大影響を及ぼしている。同橋梁施工時の

昭和47年は、積雪寒冷地では、スパイクタイヤの使用が

可能であったため、大量の融氷剤散布が想定されていな

かった事例で、全国積雪寒冷地に多数事例がある。 

 

写真１ 妙高大橋PC箱桁内部劣化と各種センサー計器

等やファイバー状センサーによるモニタリング状況 

融氷剤の融水が橋梁伸縮装置ジョイント部から、床版

下面や箱桁内に浸水し、PCケーブルシース内に融氷剤排

水滲出し、PC著しく想定外の腐食し、現在安全性を確保

するためアウトサイドケーブルで補強している(写真1)。 

2)劣化の特長と対策事例の類型化 劣化と共に橋梁伸縮

装置止水性が低下した場合の判断と、対応する補修が重

要で、容易に改修できる技術開発と、同装置の止水性能

の耐用年数向上が必要事例で、積雪寒冷地等の各地域の

ニーズを良く把握し、さらに、交通安全性向上のため首

都圏等でも頻繁に使用される傾向もあり、各地域の寒さ
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のレベルや融氷剤使用量等を把握し適切に対応する事も

重要で、この様な劣化現象認識と対策が類型化され、適

切な専門家の判断が、AI活用で判定される必要がある。 

3)最近のセンサー、Iot、AI、情報基盤等の整備状況 

 最近、従来の歪ゲージ、たわみ、温度センサー、加速

度計測定と並行して、ファイバー状センサーで常時、歪、

たわみ等を測定可能になったが、これらのデータ等から

安全性に与える劣化の閾値を設定し、理論的合理的に状

況等判断判定する必要がある。データは膨大に発生する

為、閾値に達するトリガー的な値を、転送される大量デ

ータから抽出する判断の為に、クラウド上のスパコン等

高速情報処理システムで行う事が必要である。また、劣

化の検出から、劣化種類の判定や、今後の劣化予測、補

修補強方法等の判定が重要になる。 

 技術者がデータから診断した劣化現象判定や、劣化予

測、補修補強の方法、時期、コスト等の診断プロセスを

多数類型化して、AIに学習させるプロセス構築する必要

がある。また、それに対応可能な担い手を、政府等が理

工系等学生教育や社会人再教育等で至急積極的に要請す

る必要がある。さらに、センサー等を通じて入って来る

データのプロセスを人手介しない様に至急 Iot化し、４G

から100倍の情報量やスピードに対応する５Gに2~3年

内に強化される為、クラウド化した管理用情報システム

を活用し、Iot 及びAI化する必要がある。また、情報シ

ステムをサイバー攻撃から護る、政府総務省等から今後

義務化が求められているプロテクトが大変重要になる。    

データ改竄を防止し、かつ研究開発が促進する様に、産

学官等でオープン化し合理的かつ経済的に管理するため

にブロックチェーン化する必要がある。また、特に維持

管理・防災に関し、低コスト省電力の LPWAN(Low 

Power Wide-Area Network)のデータ通信網の活用も有効

で、都市河川水路に適用実装を進め、都市水害防止に実

験的活用事例があり今後普及が必要だ(写真-2)。 

３．２考察  

1)変化する劣化要因状況に対応 例えば、外的要因の塩

分量は、従前の潮風等の海岸距離要因卓越から変化し、

現在は融氷剤使用によるコンクリート橋の凍結融解と塩

害による複合劣化が顕著で、内陸でも使用融氷剤塩分量

を外的要因因子にする事が必要不可欠になった等状況に

対応できる的確な判断が必要で、専門家精査の下で、AI

等活用での判断プロセス化が重要である。 

2)変化する内的要因への対応 例えば、近年橋梁伸縮装

置の止水性能が影響し、橋梁床版や支承部、橋脚への影

響は、舗装の止水性能、排水樋管の設置形状及び橋梁伸

縮装置等の止水性能等に依存する内的要因の設計要因が

卓越している。それらの形状や設計、施工性能が重要で、

止水性を検査する維持管理も必要だ。特に止水性を確保

するためには、止水機能を果たす伸縮装置部分の適切な

設計施工と維持管理が重要で、前項判断と AI 化判断さ

せる。特に補修補強等に関しては、交通遮断時間を環境

への影響等を抑制可能で安全、耐久性、信頼性等に優れ

た例えば放電破砕工法等最新施工技術判断もＡＩ化する。 

3)最新の技術者研究者等ヒアリング結果の AI への適用 

特に、近年問題になっている橋梁の維持管理上の課題と

して、橋梁の床版や支承部、橋脚等の部材への融氷剤の

劣化への影響は、舗装の止水性能や排水樋管の設置形状

や橋料伸縮装置等の止水性能等に依存し、適切で耐久性

があり、止水部の取り換え可能な技術開発等が必要で、

止水機能を果たす部位の設計施工と維持管理必要性をＡ

Ｉ化する。 

4)最近のセンサー、Iot、AI、情報基盤等の整備実装状況 

 最近の激甚な防災対策として、Iotセンサーの実装試験

が重要で、島根県益田市、一社)MCSCC等の先進的な事

例等もあり（写真 2）、普及型の簡易水位センサーと

LPWAN 実装等の試験的運用も、今後のサイバースマー

トシティ化には有効かつ重要である。 

4.まとめ 社会基盤の維持管理や防災に関するIotとAI

等による支援化の課題の考察の結果以下結論を得た。 

①技術者がデータから診断した劣化種類や、劣化予測、

補修補強の方法、時期、コスト等の診断プロセスを多数

データ化して、AIに学習のプロセス構築する必要。 

②対応する担い手人材を学生や社会人再教育等で至急積

極的に要請する必要がある。 

③センサーを通じて入って来るデータのプロセスを人手

介せず４Gから100倍情報量やスピードに対応する５G

に２~3年の内に強化されるクラウド化した管理用情報

システムIot化する必要がある。省電力のLPWAN(Low 

Power Wide-Area Network)のデータ通信網活用が有効。 

 

写真2 水位センサーとLPWAN実装状況 

(島根県益田市、一社)MCSCC等の事例,2019.４撮影) 
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